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＜ 要　旨 ＞

ホームとアウェイを「往還」する「越境者」が、その刺激によって学習が生起する「越境

学習」に対して、越境を受け入れる側の「被越境者」に生じる「被越境学習」に着目する。

被越境者の主体としては、越境者を受入側の個人に加えて、受入側の企業が対象者として該

当する。被越境学習者の対象候補となる中小企業にとっては、限られた経営資源の中で人材

を採用・育成し事業を継続発展することが求められる。そのような中では、既存の経営資源

の中で、事業の拡大や多角化に対する取り組みには限界があり、外部人材である越境者と協

働した取り組みの需要がある。

本稿では、中小企業が「越境」人材を受け入れた結果、受入企業における被越境学習の影

響について、中間支援団体であるNPO法人G-netが実施する「ふるさと兼業」を活用して複

数回外部人材との協働を行った船橋株式会社の事例を取り上げて考察する。同社は、2017年

以降2022年までの間に6回にわたって外部人材を受け入れたプロジェクトを実施し、合計26

名が参加した。NPO法人G-netのコーディネーターが伴走支援することで、プロジェクト設計、

企業と外部人材のマッチング、プロジェクトの初動の加速支援に貢献する。外部人材とのプ

ロジェクトの協働によって、被越境主体の中小企業は、次の4つの観点で変化が見られた。

1.外部人材のスキル活用、2.勉強会や新規事業への推進意識の向上などの社内での小さな変

化、3.兼業制度の新設や外部人材の継続的な関与など主に制度面の変化、4.外部との協働・

共創による事業成果やブランド力向上による採用への好影響である。企業における被越境学

習の効果として、外部人材が越境者として異分子的な存在として、企業の内部に入り込むこ

とによって、時間をかけ、企業内部への学習効果をもたらし、事業革新につながる可能性が

確認できた。
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１ .背景

中小企業においては、事業の継続に向けて、

経営者の後継者候補の育成や、人材の採用が必

要である一方で、自社での後継者の育成や、外

部から後継者候補の採用は、その困難さが故に、

事業継承の課題に直面する状況が増加する環境

にある。中小企業庁（2018）では、外部のプロ

ボノや、副業・兼業人材を、中小企業の中核人

材として活用することの有効性を述べている。

プロボノとは、嵯峨（2011）によると、社会的・ 

公共的な目的のために、自らの職業を通じて培

ったスキルや知識を提供するボランティア活動

（ラテン語のPro Bono Publico （公共善のため

に））を語源とする活動である。社会人が特定の

スキルや経験などを活かして、ボランティアで

本業以外の活動のサポートを行うことである。

本業以外で収入を得る兼業・副業が、2018

年以降に企業の就業規定が原則解禁された。

また、近年オンライン環境を活用し、時間や場

所の融通が比較的容易となる働き方が促進さ

れたことも、兼業や副業人材の増加に拍車をか

けている。副業をしている就業者数は、2002

年以降増加傾向にあり、2012年から2017年に

かけて21.6％増加し、2017 年の副業者数は全

有業者数の3.5％となっている。

日本経済団体連合会（2022）による調査では、

「副業・兼業を認めている・認める予定」の企

業の合計が70.6%である。企業規模別には、大

企業ほど割合が高い傾向にあり、5,000人以上

の企業に絞れば、83.9%である。一方、300人

以下の中小企業では、「副業・兼業を認めている・

認める予定」の合計は42.1%と、全体の中では

低い割合であるが、「受け入れを認めている・

認める予定」の合計は、37.7%と平均（30.2%）

を上回る高い割合にある。

兼業・副業を認める主なメリットとしては、

多様な働き方へのニーズの尊重や、自律的なキ

ャリア形成、本業で活躍できる知識・スキルの

習得などがあげられる。また、受け入れのメリ

ットは、人材の確保、社内での新規事業創出や
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イノベーション促進、社外からの客観的な視点

の確保などがあげられる。

本稿では、兼業・副業やプロボノ人材が、中

小企業に及ぼす効果を越境学習・被越境学習

の観点から考察する。

２ .越境学習と被越境学習

2-1.越境学習

自社の組織以外の場所における学習効果と

して、越境学習が注目されている。中原（2012）

によると、越境学習を「個人が所属する組織の

境界を往還しつつ、自分の仕事・業務に関連す

る内容について学習・内省すること」と定義し

た。石山（2018）は、越境をより個人の心理（認

知）に基づくものと解釈し、境界を個人にとっ

てのホームとアウェイの間にある心理的な存在

と解釈し、越境学習を「ホームとアウェイを「往

還」（短期間に行き来）し、その刺激によって

学習が生起すること」と定義した。越境学習は、

アウェイな場所に身を置くことで、非日常的な

状況、異なる環境、他者から学ぶことを意味す

る。越境学習が注目される背景には、第四次産

業革命、AI（人工知能）技術の進展などの激

変する外部環境によって、知識の源泉を外部に

探索することが必要となり、外部との協働（コ

ラボレーション）が求められることから、越境

学習を通じたアウェイの異質性の高い状況に対

応する必要がある（石山・伊達、2022）。

兼業・副業人材の増加は、複数のキャリアを

同時進行するパラレルキャリアを歩む人が増加

することを意味する。パラレルキャリアには、

必ずしも仕事には限定されず、家庭や趣味、地

域での活動なども含まれ、それらを並行して行

う。一つの組織で自らの与えられた仕事に従事

しているのみでは、社会の変化・時代の変化に

対して、必要なスキルを身につけることが困難

になりつつあり、将来のキャリア形成に向けて、

実践の機会を得るために「越境学習」の需要

が想起される。特に、2018年以降の副業解禁

の流れや、Covid-19を契機としたオンライン化

の進展に伴い、いつでもどこでもパソコンとイ

ンターネット環境を活用して、働くことが可能

な状況に変化したことも、越境学習が促進され

る契機になっていると推察される。

越境学習の先行研究として、石山（2013）

は社外の勉強会組織、松本（2018）は介護職

員同士の勉強会、藤澤・高尾（2020）はNPO

法人への越境を対象とした研究が認められる

（表1参照）。

このように、兼業・副業やパラレルキャリア

活動の担い手が増加する環境にあり、越境学習

を希望する越境者が増加する状況にある。その

ため、越境者が越境学習を希望する場合には、

自主的に探索して直接申し込みをする場合に加

表1. 既存研究における越境先の事例

筆者作成
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（注1）ルーブリックとは、学習者のパフォーマンス（行動）の成功の度合いを示すレベルと、それぞれのレベルに見られるパフォーマンスの特徴を説明する。
　  記述で構成され、評価基準の記述形式として定義される評価ツールである。

えて、越境者と被越境企業との間に第三者機関

が仲介的な役割を果たす場合もある。それぞれ

に領域や参加者の属性の特徴などを有するが、

代表的な事例の６機関を掲げる（表2参照）。

表2. 越境学習を提供する第三者機関の一例

経済産業省東北経済産業局（2022）「『人材共創経営』のススメ」、各社HPより筆者作成

2-2.越境学習の効果

　　：越境前・越境中・越境後

越境学習に関しては、単に越境して実践経

験を積むことによって学習効果が生まれるので

はなく、越境前、越境後の事前事後学習も重要

となる。「越境者」は、一度異なるアウェイの

空間に行く。その後、アウェイの空間で越境学

習を経て、元の組織に戻る。その場合、元の組

織において、越境先で学習した経験を持ち込む

ことになる。結果、所属元の「反発」や、徐々

に越境学習の効果が風化する （石山2018）。越

境先における「内省」（リフレクション）が、

越境中に限らず、越境前後にも成長・変化のた

めに重要となる。越境者は、事後にもう一度越

境経験をする形になる。つまり、越境学習の経

験を積むことで、自らに変化が起き、今度は越

境元に戻った時には、自分が以前の組織に対す

る異物の存在となる。その時には、従前の組織

との間で、新たな越境学習が始まるが、その場

合に、越境先の経験・常識を振りかざしてしま

うと、従前の組織と対立が生じて、反発が生ま

れる可能性を意味する。

越境者が、越境先における越境学習の効果

を高めることは、越境して成長したい・経験を

積みたいと考える越境者のみならず、越境者を

受け入れて、越境者と共に成果を実現したいと

考える被越境者にとっても有益である。効果を

高めるための一つの施策として、経済産業省

（2019）（令和元年度「大企業人材等新規事業

創造支援事業費補助金（中小企業新事業創出

促進対策事業）」）では、企業が越境体験を導

入する際の留意点・工夫すべき点や、越境体

験をする際の学びの要素をまとめた評価指標と

して、越境前・越境中・越境後のそれぞれの段

階でのポイントを、図1の越境学習のルーブリ

ックとしてまとめた（注1）。
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図1.越境学習のルーブリック

経済産業省（2019）　ルーブリックの活用マニュアル より引用

2-3.被越境学習

　越境学習に関する先行研究では、越境者が、

所属元組織から異なるアウェイの空間で学ぶ

「越境学習」の効果に関する研究の蓄積が多い。

これに対して、「越境」人材を受け入れる側の

人たちを「被越境者」と定め、「被越境者」にとっ

ても、越境者と協働することは、非日常的なア

ウェイな状況が生まれる。小山（2020）は、被

越境者にとっても学習効果として、日本企業の

日本人上司が、外国人部下との相互作用を通し

て、自分とは異なる部下の視点から、これまで

の正統性の再定義することなどの被越境学習

効果があることを実証した。このように越境者

を受け入れる「被越境者」の主体として、経営者・

部長・担当者など様々な階層が想定される。仮

に中小企業の経営者が「被越境者」として越

境プロジェクトが行われた場合、経営者の変化

は、中小企業の変化に直接的に作用する可能

性が高い。これまで「越境学習」は、個人に着

目した学習効果と、関係するアクター同士に焦

点化されてきた。越境学習の期間や内容によっ

て、当該期間で生み出された成果は異なるが、

一定期間以上、経営者や事業主体の責任者が

関与して実践されたプロジェクトの場合、受入

先企業の変化や事業成果が生じる。その場合、

受入先企業の事業成果が期待され、受入先企

業そのものの変化が想定される。

仮に、越境者との協働・共創により、中小企

業の人材に限らず、中小企業そのものが事業成

果を生み出し、組織変革に寄与することが把握

できれば、越境人材の受け入れ促進につながる

ことが期待される。
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図2. 被越境学習

石山・伊達（2022）を元に筆者作成

そこで、本稿では、中小企業が「越境」人

材を受け入れることによって、企業で生じる被

越境学習について、複数回の越境人材を受入

した企業の事例より考察する。中間支援団体で

あるNPO法人G-net（以下「G-net」とする）

が実施する「ふるさと兼業」を活用して複数回

外部人材と協働を行った船橋株式会社の事例

を取り上げる。

３ .ふるさと兼業
　：NPO法人G-netの事例

G-net は、2001 年 10 月に設立され、「地域

産業の経営革新と、担い手となる右腕人材の育

成に取り組み、 地域活性を支える事業を輩出し

続ける」ことをミッションとし、誰もがチャレ

ンジを保証され、支え合い、挑戦が評価され、

連鎖する社会の実現を目指している。代表理事

は南田修司である。 G-netは、大学生が地域の

中小企業に半年程度参加する「長期実践型イ

ンターンシップ」（今永、2021など）を中心に

発展し、現在は複数社の体験型プログラム（し

ごとリップ）、オンライン環境を活用したプロジ

ェクト（つながるキャンパス）、ふるさと兼業な

ど様々な事業を展開している。長期実践型イン

ターンシップは、「1ヶ月以上の長期間で、専属

のコーディネーターが学生と企業双方に、事前・
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インターンシップの実施中・事後にわたって、

伴走支援を行うことで、企業の事業価値を高め

ながら、学生の教育効果の実現を両立するイン

ターンシップ」（今永、2024）である。20年程

度の期間にわたって長期実践型インターンシッ

プを実施する中で、蓄積された経験とノウハウ

を基盤として、対象を社会人に変化させ、オン

ライン環境を活用して期間限定の兼業・副業・

プロボノプロジェクトとして進化させたもの

が、「ふるさと兼業」である。

ふるさと兼業は、「愛する地域や共感する事

業にプロジェクト単位でコミットできる兼業プ

ラットフォーム」である。「ふるさと納税」が出

身地域や好きな地域、魅力的なリターンに対し

て支援するのと類似し、個人のスキルや技術、

経験で地域の企業を支援する場である。地域

の企業がプロジェクト単位で、テーマ・課題を

提示し、協力者を募集することで、給与や待遇

などの条件ではなく、地域への愛着や事業への

共感を起点とし、兼業に挑戦したい熱意ある人

材のマッチングが実施される（今永、2020）。

主に大企業などに属する個人が、兼業やプロボ

ノとして、3か月間にわたって、地域の中小企

業と協働するプロジェクトである（注2）。

G-net は、各地域パートナーと連携し、各地

域の中小企業の課題を共有し、全国の事務局

として、参加を希望する人へ届けるためのホー

ムページの運営管理や応募管理、参加者と締

結する各種契約書のひな型を作成するなど、全

国それぞれの地域のプロジェクト展開支援を実

施している。

2018 年 9 月にスタートし、2023年10月末時

点の地域企業の総募集件数は629件であり、参

加者のエントリー累積数は4,124件であり、地域

企業と参加者のマッチング率は約90％である。

ふるさと兼業を進めるには、専属のコーディネ

ーターが重要な役割を果たす。主に、事前のプ

ロジェクト設計、マッチング支援、プロジェク

ト実施中の伴走支援の観点で、受入企業と越境

体験をする兼業者双方に対する支援を行う。

表3. コーディネーターの役割

G-net へのインタビューより筆者作成

（注2）ふるさと兼業は、全国の協力企業のプロジェクトが掲載され、当該ホームページより地域企業のプロジェクトの検索・応募が可能である。
　　　https://furusatokengyo.jp/ （2023年10月10日アクセス）
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ふるさと兼業の主なメリットは、G-net（2023）

による「中小企業のための多様な人材活用のヒ

ント」では、以下の5つが述べられている。

1.社内にないノウハウや技術を獲得できる

人材が不足する中で、自社の課題に合わせて

専門性の高い適切な人材を参画させることがで

き、効率的に社内にないノウハウを獲得できる

2.組織の活性化や社員のスキルアップにもつな

がる

普段接することのない外部の知見に触れること

で、社員が触発され、組織の活性化にもつながる。

3.人材採用力・活用力の向上につながる

いち早く多様な人材を活かす組織体制に挑戦

することや、プロジェクトを進めるなかで、自

社の強みや弱みなどに気づき、魅力の創出や活

用につなげることができる。

4.お試し期間として活用できる

雇用や事業承継の前に、お互いの相性を見極め

るお試し期間としても活用することができる。

5.特定の経営課題に対して、ピンポイントでお

願いできる

通常の雇用とは異なり、環境変化や経営状況に

合わせて、期間や頻度を調整しながら活用する

ことができる。

４ .中小企業の外部人材との協働・共創
　：船橋株式会社の事例

4-1.会社概要

　船橋株式会社は、1921年に創業し100年の

業歴を有する老舗企業である。本社は、愛知

県名古屋市中村区に存在する。業種は、防水

衣料専門の製造業である。従業員は33名（正

社員14名）（2023年11月現在）で、社長は舟

橋昭彦で、3代目の創業者一族である。

2014年頃から長期実践型のインターンシッ

プを開始し、14名のインターンシップ生の受入

を行った。プロジェクトは、G-netによるコー

ディネーターと受入担当者で事前に協議して確

定した。イベント企画、市場調査、ものづくり

補助金申請、新商品の広報・営業、商品カタロ

グの制作、クラウドファンディングの実施など

の内容である。インターンシップ学生があげた

事業成果は、補助金事業の採択実績（今永・

鳥本2022）、学生の営業成果として、商品が企

業に採用された実績などがある。また、ゴール

ドマンサックス証券が主催する中小企業経営革

新プロジェクトに採用され、代表プレゼンター

を担った実績もある（注3）。

同社の課題は、既存のマーケットに対する既

存商品の展開のみでは、将来事業が先細りする

ことが想定され、新たな事業展開や市場開拓が

必須であると認識していた。ただし、挑戦する

ための経営資源やノウハウが社内に存在せず、

イノベーションの創発に向けた新規の挑戦が困

難な状況にあった。そこで、2014年から2017

年までは経営者とインターンシップ学生が二人

三脚で長期実践型インターンシップのプロジェ

クトに取り組んだ。2017年以降は、ふるさと兼

業にも取り組んだ。2017年以降は、長期実践

型インターンシップについても、経営者と学生

の二人三脚ではなく、社員も一緒にプロジェク

トを実施する形へと変化した。また、2019年以

降は、新卒で入社した社員が受け入れ担当とな

り、経営者と若手社員が受け入れ担当として、
（注3）ゴールドマン・サックス中小企業経営革新プログラムは、以下のURL参照。https://etic.or.jp/project/1649/（2023年10月10日アクセス）
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社長の右腕として様々な事業を推進した。

4-2.外部人材を活用したプロジェクト

　同社は、G-netが実施する「ふるさと兼業」

を中心に、2017年以降2022年までの間に6回

にわたって外部人材とのプロジェクトを実施

し、合計26名が参加した。プロジェクトは、「既

存商品の拡販」「工場の現状分析・採算分析」

「新規事業開発（サブスクリクションモデルの

検討）」「新規事業開発（漁師向けの商品）」で

ある。

1.既存商品の拡販

　：食肉センター向けカッパ

大手企業の研修プログラムの一環として20

代後半から30代前半の6名と3ヶ月間のプロジ

ェクトを実施した。同社は社長と30代社員・

20代社員が中心に担当した。プロジェクトのテ

ーマは、同社で過去から商品として生産・販売

していた食肉加工用専門の商品の新規販路開

拓とした。今までは代理店経由で販売すること

が多かったが、対象の展示会への出展を検討

していた。

外部人材は、マーケティングの考え方を社内

に浸透させた。外部人材の有する知見に加えて、

PEST分析、SWOT分析などのフレームワーク

を活用することや、外部環境分析のステップな

どがマニュアル化された内容が提供された。一

過性ではなく継続的に新規顧客に対するアプロ

ーチが可能なノウハウが提供された。外部人材

は、本業で多忙な状況の中で、限られた時間の

中で、濃密な時間を過ごすことを意識していた。

例えば、会議を効率的に行うことが挙げられる。

議事録などのフォーマットが確定され、事前に

議題が定められ、事前の効果的な準備をもとに、

効率的な会議が展開された。同社のこれまでの

会議のあり方、進め方に変化を及ぼした。また、

マーケティングに関連した自主勉強会などが行

われるようになった。

外部人材と協働することによって、経営者に

加えて、参加した2名の社員も成長が感じられ

た。この様子を見た経営者は、新たに新卒社員

を採用することを検討していたが、外部プロジ

ェクトに若手社員を参画させることによって、

表4. 外部人材を活用したプロジェクト一覧

船橋株式会社にヒアリングの上、筆者作成
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良い教育機会、研修効果に繋がると捉えるよう

になった。

2.既存商品の拡販

　：子ども用レインコート

長期実践型インターンシップのプロジェクト

として、子供用レインコートの新規販路開拓を

検討し、寄付型のクラウドファンディング実施

を検討していた。同社は子供を対象とした商品

の販売は行っておらず、量販店での販売可能性

を模索したいと考えていた。4名のプロボノが集

まり、プロジェクトが実施された。製造業、商社、

人材サービスなどの業種の会社員であった。自

社では、販路拡大に関するノウハウやアイデア

が乏しかった。外部人材は、市場調査や顧客ヒ

アリングを行い、子供が有するニーズの調査を

行い、狙いとする顧客層や価格帯などを提示し

た。これまで自社では検討できなかった状況か

ら、対話・議論が具体的にできた。成果として、

想定顧客に対する提案資料の作成を行った。

同社の新入社員と社長が主に当該プロジェク

トを担当した。同社の新入社員にとっては、研

修にも類似効果が得られた。外部人材は10年以

上の経験を有しているが、当該人材をマネジメ

ントする経験であった。プロジェクトを進めるた

めに、仮説を形成し、戦略を立案し、計画を構

築した。また、コーディネーターと相談し、プロ

ジェクトシートの作成が可能となった。プロジェ

クトシートの作成には、自社の戦略と課題を認

識する必要があるため、自社の理解も進んだ。

同社にとっては、今後の外部人材とのプロジ

ェクトやインターンシップ生との長期実践型イ

ンターンシップの際に、自社の魅力や課題の提

示方法と、協働の方法のノウハウが蓄積された。

3.現状整理

   ：工場の採算性チェック

　海外の協力工場で製造して輸入・販売する

商品と、国内の自社工場で製造・販売する商品

が存在した。国内の自社工場での採算が悪く、

改善したいという課題を有していた。同社の中

で工場の生産管理と、総務部所属の若手社員

が、外部のプロボノ4名とのプロジェクトに参

加した。

外部の視点から自社の工場の状況を分析す

ることや、自社工場の改善点を見つける観点で、

外部のプロボノのネットワークを活用して、他

工場の視察などを行なった。採算を直接的に改

善するまでの結果は得られなかったが、外部の

視点から自社の魅力や特徴を評価する機会が

あり、シニアの人材活用や、女性の働きやすさ

を重視した制度・福利厚生などに特徴があるこ

とが認識できた。

4.新規事業開発

　：サブスクリプションモデル

サブスクリプションモデルを活用したビジネ

スが、さまざまな商材やサービスで行われてい

た状況を察知し、同社においても、当該ビジネ

スモデルの活用の検討を想定していた。ただし、

具体的な新規事業の実施経験に乏しく、具体的

な検討方法を模索する状況にあった。そこで、

プロジェクトとして、かっぱのサブスクリプシ

ョンモデルの新規事業企画立案に向けた外部人
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材・プロボノを募集した。結果、大手製造業の

若手社員や、ビジネススクールを卒業した30代

の会社員、特許などを有するフリーランスなど

が集まった。プロジェクトは新規事業やインタ

ーンシップなどを担当する若手社員が中心とな

って実施した。また、長期実践型インターンシ

ップ学生も一緒のプロジェクトとして協働した。

外部人材が中心となり、類似サービスの調査

や、他業界のビジネスモデルに関する調査分析

を行った。また、実際にサブスクリプションモ

デルを展開するときの具体的なサービスの検

討・検証に向けたシミュレーションや、想定顧

客に対するモニター調査などを行なった。

これまで、新規事業の経験が乏しかった。経

験豊富な外部人材の助言によって、プロトタイ

プを作成し、小さく始めて改善を重ねる方法で

検討を進めた。Covid-19の影響もあり、新規ビ

ジネスそのものは中止になったが、調査を進め

る中で、新規事業の進め方の理解と、外部環

境として社会の要請が、SDGsやサステナビリ

ティへの関心を高めた。さらに経営者の意識の

中で、新規事業などを進める際に、内部のリソ

ースで完結するのではなく、外部人材と必要に

応じて手を組んで協働・共創する選択肢がイメ

ージできるように変化した。

5.新規事業開発

　：漁師用水産カッパ

ブランドビジョンを策定するプロジェクトに、

プロボノ4名が参加した。中小企業診断士、ウ

ェブ系のデザイナー、デザイン関係の大学教授、

経営者などが参加した。具体的には、ミッショ

ン・ビジョン・バリューを策定するために、会

社として、これまでどのようなことを実施し、

これから何を大切にして検討したいかを外部人

材と経営者と若手社員で検討した。新規事業

を開発するために、想定顧客に対する現地調査

を行なった。市場に通い、ニーズ調査を行い、

具体的に４商品が新規で開発されて販売に至っ

た。さらに、その後事業が進捗し、2022年に

は3名の大企業のプロボノの受け入れを行い、

収支計算や販促方法、受注生産方法などの検

討を行った。

特に外部人材が役に立ったのは2点である。

1点目は、2週間に一回打ち合わせを実施して

おり、次回の打ち合わせまでの課題なども取り

決めて実施した。既存業務と並行する際には、

新規事業の取り組みは後回しになり、労力をか

けられず推進できなかった状況にあったが、期

日と内容が管理されることで検討が促進するよ

うに変わった。2点目は、外部からの意見で、

内部では言語化されなかった暗黙知が形式知

化された。

本プロジェクトは、具体的な成果としてミッ

ション・ビジョン・バリューの策定、ロゴの一新、

ホームページの改良、新規の商品の開発などの

成果が得られた。さらに、関与した外部人材の

数名は、継続的に関与している。

4-3.外部人材との共創と事業価値創造に向けて

　　コーディネーターの果たす価値

外部人材は、第三者として企業の現状分析

や、新規事業の推進に向けて有益に機能するこ

とが確認できた。会議の進め方や、フレームワ



2024.1 41

ークを活用したマーケティングリサーチの方

法、市場調査の方法や、新規事業を推進する

ステップなど、これまで企業で実現しなかった

新規事業の推進力が身についた。

プロジェクトのテーマが、同社の将来のビジ

ョン・目標と課題をもとに設計されていること

から、経営者の想いが込められている。プロジ

ェクトが期間限定であるが、経営者の想いに直

に触れることもでき、迅速な意思決定に触れ、

議論・対話をする機会が得られる。このような

経験は大企業で若手社員の場合は、ほとんど存

在しない。そのため、外部人材の越境者にとっ

ても有益な越境学習の機会となり得る。さらに

そのプロセスを通して、会社や経営者のファン

になることも確認できた。3ヶ月のプロジェクト

後も定期的に接点を有するファンになるケース

や、その後も兼業者として関与が継続する事例

や、本業と同社とのビジネスが生まれるケース

などの継続発展する事例を確認できた。 

　G-netのコーディネーターは、「1.プロジェクト

設計」「2.マッチング」「3.プロジェクトの初動の

加速支援」の観点で、役立つことが確認できた。

1.プロジェクト設計

企業の課題を言語化して、適切なプロジェク

トに変換する。経営課題の中から、3ヶ月程度

で実施可能な内容とする。ステップとしては、

企業の現状分析のサポートを行い、課題を抽出

し、あるべき理想の姿に対して、何が課題であ

るかを特定する。その中で、適切なテーマを設

定し、外部人材と一緒に取り組める状態を作る。

2.マッチング

　テーマが明確に設定されることで、プロジェ

クトに合致する兼業者が集まることに貢献す

る。「地域中小企業」にとっては、これまで定

期的な採用や、外部人材との協働の実施経験

がないことも多い。その場合、コーディネーター

が、企業と事前に協議し、ジョブやタスクを共

有し、適切なテーマを設定し、当該内容を外部

人材の募集の際に、伝え方の工夫を助言するこ

とで、マッチングの向上に寄与する。

3.プロジェクトの初動の加速

　相手と対等な立場で、本音で議論できる関係

性を早期に構築することが重要である。そのた

めに、コーディネーターが、プロジェクトのルー

ルを説明するとともに、企業や担当者の情報な

ども伝え、適宜フォローを行う。安心安全な環

境・場を設定するとともに、スムーズにプロジェ

クトに取り組めるような支援を行う。

図3.ふるさと兼業のコーディネーターの実施プロセス

G-net（2023）より筆者にて一部修正
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受入企業に対するヒアリングより、コーディ

ネーターが有益に働いた内容としては、以下の

3点が得られた。1点目は、コーディネーターが、

客観的な第三者の視点として有益な助言や冷

静なコメントをする点である。プロジェクト内

部のメンバーのみで合意形成した場合に、非現

実的な場合や、自社に合致していない場合など、

プロジェクトマネジメントをサポートする役割

として機能する。2点目は、企業の伴走支援を

長年実施する企業の良き理解者として、企業の

経営資源などの内部情報を理解した上で、プロ

ジェクトの実現可能性や有効性などの助言が得

られる。3点目は、当事者でない第三者として、

企業から直接外部人材に対して言いにくいこと

や、逆に外部人材から企業に直接言いにくい内

容について、翻訳者・仲介者として伝える役割

を果たし、円滑にプロジェクトの推進をサポー

トする。

５ .中小企業の被越境学習

3ヶ月間の外部人材とのプロジェクトを協働

することで、外部人材の成長という観点の越境

学習効果に加えて、外部人材から影響を受けた

経営者や社員が変化する「被越境学習効果」

が確認できた。さらに「被越境学習」に関して

は、経営者や社員を通して、企業そのものに対

する変化をもたらす。

今回の事例から、企業にとって、以下の4ス

テップの変化が見られた。

1.

3.

2.

4.

図4.対象企業の被越境学習プロセス

筆者作成
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1.外部人材のスキル活用

企業単体では実現が困難な内容を外部人材

の知識やノウハウを活用して取り組んだ。プロ

ジェクトの目的を明確に設定することで、プロ

ジェクトに合致した人材を募集することができ

る。コーディネーターが存在することによって、

適切な人材の候補を複数名の組み合わせを含

めて選ぶことに繋げられる。

2.社内での小さな変化

　事例からは、業務委託などを実施した際には

生じない、企業の社内での変化が生じた。例え

ば、外部人材のノウハウに刺激を受けて、社内

での勉強会（マーケティング）が開始された。

会議の進め方の変化が生まれ、議案や議事録

が標準化された。新規事業に関しては、既存

業務の繁忙に対して、進捗が芳しくなかったが、

外部人材と協働することで、期日管理やコミッ

トメントが増加し、進捗が見られるように変化

した。

3.制度面の変化

　兼業・プロボノの受け入れを継続する中で、

これまでは受入企業側の副業・兼業は解禁され

なかった。外部人材の受け入れを通して、企業

にとっても意義があり、若手社員の成長機会に

つながることが理解できた。若手人材を企業に

繋ぎ止める観点でも、若手社員自身の自律的な

キャリア形成に向けた制度として、兼業を解禁

した。1名が別の中小企業へ期間限定で兼業を

行った。当初は、試行錯誤しながら実施してい

たが、企業にとっても外部人材との協働するプ

ロジェクトについての知見が重なってきた。結

果、同社にとっては、新規事業の取り組みに親

和性が高いことがわかり、かつ、事業企画を担

う担当者と経営者で取り組むように変化した。

また、3ヶ月でふるさと兼業は終了するが、そ

の後の関係性が継続する人も現れて、ビジネス

の関係に進化した点も特徴である。

4.事業成果

　企業の経営者及び従業員が、外部人材との

協働に対して抵抗感がなくなる。さらに、社会

的事業への取り組みにも関心を有し、機会を捉

えて、いくつかのプロジェクトを外部との連携

で実現して成果を上げた。例えば、コロナショ

ックの2020年春頃には、挑戦の文化や外部連

携、変化への素早い対応ができる組織体へとな

っていた。社会の緊急事態に対して、レインウ

ェアの加工技術を生かし、病院向けに医療用ガ

ウンを製造し販売した。社会的に意義のある取

り組みは外部企業から評価され、数社で連携し

た取り組みを行い、大手自動車メーカーの事業

改善の支援もうけた。外部企業と共創して事業

が推進された（注4）。

　さらに、上記の取り組みがマスコミに取り上

げられるなど、外部からの評価が高まり、ブラ

ンド力の向上につながった。結果、新卒採用に

関する好影響が生まれている。単に採用を実現

するだけではなく、自社に合致する人材を獲得

に繋がり、若手社員が自社に定着して活躍する

ように変化した。

（注4）外部企業７社と連携して防護ガウンを制作した詳細は、トヨタイムズ「医療用ガウンを” 1日でも早く、一枚でも多く”」記事参照。
　　　https://toyotatimes.jp/toyota_news/078.html（2023年10月10日アクセス）
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６ .おわりに

　外部人材を活用するメリットは、前述のとお

り、「社内にないノウハウや技術を獲得できる」

「組織の活性化や社員のスキルアップにもつな

がる」「人材採用力・活用力の向上につながる」

「お試し期間として活用できる」「特定の経営課

題に対して、ピンポイントでお願いできる」が

あげられる。

地域の中小企業は、限られた経営資源の中

で、人材を採用・育成し、事業を継続発展する

ことが求められる。事業の継続・存続には、市

場創造やイノベーションによる新たな利益の源

泉の獲得が必要である（高橋、2012）。「知の

探索と知の深化の理論」（March、1991）によ

る両利きの経営が中小企業に求められる。一般

的に中小企業は「少ない経営資源での日々の対

応」（寺岡、2018）が求められ、新規事業や新

商品の開発に向けた市場創造やイノベーション

の実現が困難な状況にあることが多い。つまり、

中小企業は、既存業務のオペレーションが中心

となり、つまり知の深化に偏ることが多い。新

規事業に対する知の探索に課題を有することが

多い。中小企業にとっては、事業の拡大や多角

化に、どのようにして外部人材を活用するのか

が今後のカギを握る（寺岡、2019）

外部人材の活用は、社内にないノウハウや技

術の活用によって、新規事業の取り組み促進や、

特定の経営課題に対して貢献することが期待さ

れ、企業の事業価値向上に即効的につなげるこ

とができる。外部人材を助っ人として活用する

ことに限らず、外部人材との協働によって、受

入企業の担当者の成長や、中長期的な時間軸

で、受入企業そのもの企業変革に貢献すること

が確認できる。

越境学習の効果として兼業者やプロボノが

成長機会を得ることは確認できたが、企業その

ものにも「被越境学習」効果が得られる。具体

的には、受入担当者は、外部人材が有するスキ

ルやノウハウを、一緒の期間で協働する体験の

中で、実践的に学ぶ機会がある。今までの社内

の関係性の中から、アウェイな環境の人がやっ

てきて、一緒のプロジェクトチームとして行う

ことで、非日常的な特殊な状態が構築され、そ

の中で新たな経験を通した学びの機会が存在

する。効果は、プロジェクト実施中に限らず、

その後の中長期的な時間軸の中で、担当者に加

えて、企業そのものに対する変化が生じる。

今回の事例からは、新たな制度の新設や、組

織体制の変化・改善、企業のブランド価値向上

を含めた採用への効果が確認できた。企業の

内部のみでは、組織風土や組織文化の変化に

は時間を有するが、外部人材が、越境者として

異分子的な存在として、企業の内部に入り込む

ことによって、時間をかけ、企業内部への学習

効果をもたらし、事業革新につながる可能性が

確認できた。
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